
 
 
 
https://www.wsj.com/tech/ai/nvidia-plans-new-chip-to-speed-ai-processing-shake-up-computi
ng-market-51c9b86e 
 
ウォール・ストリート・ジャーナル（WSJ）が報じた、Nvidia（エヌビディア）による新しいAIチップ計
画に関するニュースの要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：NvidiaがAI処理を高速化する新チップを計画 
Nvidiaは、OpenAIなどの顧客がより高速で効率的なAIツールを構築できるように設計された、新
しいプロセッサとシステムの投入を計画しています。これは、AIハードウェア市場における同社の
支配力を維持し、競争環境を再編する大きな動きと見られています。 

1. 推論処理（インファレンス）への特化 

新チップは、AIモデルの学習（トレーニング）ではなく、ユーザーの質問に回答する「推論（インファ
レンス）」プロセスの高速化に重点を置いています。OpenAIなどの企業は、現在のハードウェア
ではChatGPTなどの回答速度が不十分であると感じており、この課題を解決することが狙いで
す。 

2. スタートアップ「Groq」との提携 

この新しいプラットフォームには、AI推論チップの設計で注目を集めているスタートアップ企業「
Groq（グロック）」の技術やチップが組み込まれる予定です。NvidiaはGroqと約200億ドル規模の
ライセンス契約を結んだと報じられており、これにより他社（OpenAIなど）がGroqと直接提携する
動きを牽制した形になります。 

3. OpenAIとの強力な連携 

OpenAIはこの新チップの主要顧客になることで合意しており、将来的に同社の推論需要の約
10%をこの新システムで賄う計画です。また、NvidiaはOpenAIに対して最大1,000億ドルの出資
を行う意向も示しており、両社の関係はさらに深まっています。 

4. 発表の時期 

この新しいプラットフォームは、来月サンノゼで開催されるNvidiaの年次開発者会議「GTC」で正
式に発表される見通しです。 

 
背景と意義： 

現在、AIチップ市場で圧倒的なシェア（約92%）を誇るNvidiaですが、GoogleのTPUやAmazonの
Trainiumといった自社開発チップの台頭に直面しています。今回の新チップ投入は、競合他社や
顧客による「脱Nvidia」の動きを抑え込み、推論市場においても主導権を確実に握り続けるため
の戦略的な一手と言えます。 
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https://www.wsj.com/tech/apples-chip-homecoming-a5a15848?mod=ai_more_article_pos13 
 
ウォール・ストリート・ジャーナル（WSJ）の「Apple’s Chip Homecoming（アップルのチップ帰還）」
という記事に基づいた要約をお伝えします。 

このニュースは、Appleが長年進めてきた、主要な自社設計チップの製造を台湾などの海外拠点
からアメリカ国内へ回帰（回帰＝Homecoming）させる戦略が、大きな転換点を迎えていることを
報じています。 

要約：Appleのチップ国内製造へのシフト（Chip Homecoming） 
1. アメリカ国内での「エンド・ツー・エンド」供給網の構築 

Appleは、半導体の原材料となるウェハーの製造から、チップの露光・加工、そして最終的なパッ
ケージング（封止）まで、すべての工程をアメリカ国内で完結させる「エンド・ツー・エンド」のサプラ

イチェーン構築を急いでいます。 

2. 主要パートナーとの連携 

●​ TSMC（アリゾナ州）： Appleの最先端チップ（iPhoneやMac用）の製造を担当。4ナノメー
トル（nm）プロセスの稼働が始まっており、今後さらに微細な3nmや2nmへの移行も計画
されています。 

●​ Amkor Technology（アリゾナ州）： 台湾で行われていた「パッケージング」工程をアメリ
カ国内で引き受ける最大のパートナーです。 

●​ GlobalWafers（テキサス州）： チップの土台となるシリコンウェハーを供給。 

3. 背景にあるリスク回避と政治的要因 

●​ 地政学リスク： 台湾に製造を過度に依存すること（台湾有事のリスクなど）への懸念か
ら、サプライチェーンの強靭化（レジリエンス）を最優先事項としています。 

●​ 政府との連携： 米国の「CHIPS法（半導体支援法）」による補助金や、トランプ政権下で
の国内製造推進といった政治的な動きに呼応し、多額の投資（約6,000億ドル規模の国
内投資計画の一環）を行っています。 

4. 自社サーバー用AIチップの開発（ACDCプロジェクト） 

AppleはデータセンターでAIを動かすための独自サーバーチップ（コードネーム：ACDC）も開発し
ており、これも国内での製造・運用を視野に入れています。 

 
まとめ 
この記事は、Appleが単なる「設計会社」から、**「米国内に強固な製造基盤を持つハイテク企
業」**へと変貌しようとしていることを示しています。これにより、コスト増などの課題はあるもの
の、地政学的な不安を解消し、製品の差別化と安定供給を両立させる狙いがあります。 

 
https://www.wsj.com/tech/startup-making-ai-chips-more-power-efficient-raises-500-million-35
edbfd1?mod=ai_more_article_pos9 
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ウォール・ストリート・ジャーナル（WSJ）が報じた、チップ・スタートアップ「Ayar Labs（アイヤー・ラ
ボ）」の資金調達に関するニュースの要約です。 

ニュースの要約：AIチップの電力効率を劇的に高める新興企業が約750億円を調達 
シリコンフォトニクス（光電融合）技術のパイオニアであるスタートアップ「Ayar Labs」が、新たな
資金調達ラウンドで**5億ドル（約750億円）**を確保しました。これにより、同社の評価額は38億
ドル（約5,700億円）に達しています。 

1. 銅線から「光」への転換 

Ayar Labsの核心技術は、半導体チップ間のデータ伝送を、従来の「銅線（電子）」から「光ファイ
バー（光子）」に置き換えるものです。これにより、データの転送速度を光速に高めつつ、消費電

力を劇的に抑えることが可能になります。 

2. AI処理のボトルネックを解消 

AIモデルが巨大化する中で、チップ間のデータ転送で発生する熱と電力消費（ボトルネック）が最
大の課題となっています。同社の技術は、従来の銅線接続と比較して、消費電力あたりの処理

能力（スループット）を4倍から20倍に向上させるとされています。 

3. 豪華な投資家陣とパートナーシップ 

今回のラウンドには、Neuberger Berman（ニューバーガー・バーマン）が主導し、以下の企業や
団体が参加しています。 

●​ 戦略的投資家: Nvidia、AMD、Intel、MediaTek、Alchipなど、業界の巨人が名を連ねて
います。 

●​ その他: カタール投資庁、ARK Invest、Sequoia Capital、さらにドナルド・トランプ・ジュニ
ア氏がパートナーを務める1789 Capitalも参加しています。 

4. 次のフェーズ：量産とIPO 

創業から10年以上をかけて技術を磨いてきた同社は、現在「高ボリュームの量産」が可能な段階
に達したとしています。投資家は、近い将来の新規株式公開（IPO）にも大きな期待を寄せていま
す。 

 
背景と意義： 

AIブームが「モデルの学習」から「実用（推論）」へと移行する中で、データセンターの膨大な電気
代と冷却コストが業界共通の悩みとなっています。Nvidia自身も同社に出資し、自社チップにこの
光技術を取り込もうとしており、今回の巨額調達は「電気から光へ」という半導体業界の歴史的な

パラダイムシフトを象徴する出来事といえます。 

他に気になるAIハードウェア関連のニュースや、特定の技術用語の解説が必要でしたらお知ら
せください。 

https://www.wsj.com/cio-journal/a-tiny-silicon-valley-startup-envisions-computing-beyond-the
-semiconductor-bd3ad365?mod=ai_lead_pos6 
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ウォール・ストリート・ジャーナル（WSJ）が報じた、半導体の限界を超える次世代コンピュータ技
術を開発するスタートアップに関するニュースの要約です。 

ニュースの要約：半導体の先を見据えるシリコンバレーの極小スタートアップ 
シリコンバレーを拠点とするスタートアップ「Extropic（エクストロピック）」が、従来のデジタル・コ
ンピュータ（半導体）とは根本的に異なる原理を用いた「熱力学コンピューティング（

Thermodynamic Computing）」の開発で注目を集めています。 

1. デジタルから「物理現象」への回帰 

現在のコンピュータは「0と1」のデジタル信号で処理を行いますが、これには膨大な電力と冷却
が必要です。Extropicは、自然界の熱ノイズや物理的なゆらぎをそのまま計算に利用するデバイ
スを開発しています。 

2. 圧倒的なエネルギー効率と速度 

同社のアプローチは、特定のAI計算（特に行列演算や確率的な処理）において、現在の最高性
能のGPU（Nvidiaなど）よりも数千倍効率的で高速になる可能性を秘めています。電力を消費し
て熱を捨てるのではなく、熱そのものを計算のリソースとして活用する発想です。 

3. 創業者のバックグラウンド 

創業者のギヨーム・ヴェルドン（Guillaume Verdon）氏は、元Googleの量子計算エンジニアであ
り、物理学の知見をコンピューティングに応用しています。また、彼はSNS上で「e/acc（有効加速
主義）」という、テクノロジーによる進化を全肯定する思想の旗振り役としても知られています。 

4. 巨額の資金調達と期待 

同社は、Kindred VenturesやBuckley Venturesなどから、初期段階（シード）で**1,410万ドル（約
21億円）**を調達しました。AIの急速な普及に伴う電力不足が深刻な社会問題となる中、シリコン
（半導体）に代わる「ポスト・シリコン」技術として投資家から高い期待を寄せられています。 

 
背景と意義： 

現在のAIブームは「より多くの電力、より多くのチップ」を投入する力技（ブルートフォース）に頼っ
ています。Extropicが目指しているのは、物理法則そのものを利用してAIを動かすという「コン
ピューティングの再定義」です。まだ初期段階ではありますが、もし成功すれば、データセンター

の電力問題を根底から解決し、AIの進化を次の次元へ進める画期的な技術になる可能性があり
ます。 

 
https://docs.google.com/document/d/17V4bRm2HndHdBY2xIspbjiFnegji5EBXzVLWmuvpK_
4/edit?tab=t.0 
 
 
ブルームバーグが報じた、オランダの半導体製造装置メーカー、ASMインターナショナル（ASM）
の2026年3月の最新の業績見通しに関する要約は以下の通りです。 
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要約：ASM、AI投資と中国需要の回復で市場予想を上回る収益見通しを発表 
ASMインターナショナルは、2026年度第1四半期（1〜3月）の売上高見通しがアナリストの予測
を上回ると発表しました。これは、世界的なAI（人工知能）関連の設備投資の継続と、中国市場
からの需要回復が主な要因です。 

1. 業績ハイライトと見通し 

●​ 強気な売上予想: 2026年第1四半期の売上高を約8億3,000万ユーロ（±4%）と予測。こ
れは市場コンセンサス（約7億6,700万〜7億7,700万ユーロ）を大幅に上回る水準です。 

●​ 通年の成長期待: 2026年を通じて売上は拡大し、下半期は上半期よりもさらに好調なパ
フォーマンスになると予想しています。 

●​ 直近（2025年Q4）の実績: 第4四半期の受注額は8億300万ユーロに達し、ロジック半導
体・ファウンドリ分野の強い需要と、中国顧客からの注文が四半期末に急回復したこと

で、同社のガイダンスを上回りました。 

2. 主な成長ドライバー 

●​ AI投資の恩恵: データセンター向けの需要拡大に伴い、顧客が生産能力を増強。同社は
1.4ナノ（nm）などの最先端プロセス向け装置に強みを持ち、AIブームの恩恵を直接受け
ています。 

●​ 中国市場の反転: 以前は「2桁の減収」を予測していましたが、足元の需要改善を受け、
2026年の中国向け売上高は増加に転じるとの見通しへ大幅に上方修正されました。 

●​ 次世代技術への移行: 2ナノおよび1.4ナノ世代で採用される「GAA（Gate-All-Around）」
構造への移行において、同社の得意とするALD（原子層堆積）技術のシェア拡大が期待
されています。 

3. 株主還元とその他 

●​ 株主還元: 新たに1億5,000万ユーロの自社株買い（2026〜2027年）を発表。2025年通
期の配当は1株当たり3.25ユーロを提案。 

●​ 将来目標: 2030年までに売上高57億ユーロ以上を目指す目標を維持し、研究開発体制
の拡充も進めています。 

この発表を受け、アムステルダム市場の同社株価は一時5.8%上昇するなど、市場から非常にポ
ジティブに受け止められています。 

 

https://www.bloomberg.com/opinion/articles/2026-03-04/silicon-valley-s-self-defeating-bid-to-
preempt-deepseek 

 

 
 
ブルームバーグ（Bloomberg Opinion）に掲載されたコラム「Silicon Valley’s Self-Defeating Bid 
to Preempt DeepSeek（DeepSeekを先制しようとするシリコンバレーの自滅的な試み）」の要約
は以下の通りです。 
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要約：DeepSeekに対抗しようとするシリコンバレーの戦略はなぜ「自滅的」なのか 
このコラムは、中国のAI企業DeepSeek（ディープシーク）が示した「低コスト・高効率」な開発モデ
ルに対し、巨額の資金を投じ続けるシリコンバレーの既存の対応策を批判的に分析しています。 

1. 「物量作戦」の限界 

●​ 従来の戦略: これまでシリコンバレー（OpenAI、Google、Meta等）は、数千億ドル規模の
計算リソースと膨大な電力を投入する「スケーリング則（規模の法則）」に依存してきまし

た。 
●​ DeepSeekの衝撃: DeepSeekは、シリコンバレーの数分の一のコストとリソースで同等
の性能を実現できることを証明しました。これにより、これまでの「金に飽かせた開発」の

正当性が揺らいでいます。 

2. 先制攻撃のつもりが「自滅」を招く理由 

●​ 非効率なインフラ投資: シリコンバレーの企業は、DeepSeekを「先制（Preempt）」するた
めに、さらに巨大なデータセンターやエネルギー網への投資を加速させています（例：ス

ターゲート計画など）。しかし、効率性で劣るモデルを巨大化させることは、長期的には経

済的な合理性を欠くと指摘されています。 
●​ ビジネスモデルの崩壊: 開発コストが劇的に下がったことで、高額なサブスクリプションや

API利用料に依存する既存のビジネスモデルが脅かされています。安価な代替案がある
中で、高コストなインフラを維持し続けることは自らの首を絞めることになりかねません。 

3. 政治的・戦略的誤算 

●​ 対中制裁の逆効果: 米国による先端チップの輸出規制が、皮肉にも中国企業に「限られ
たリソースで最大限の効率を引き出すアルゴリズム開発」を促す結果となりました。 

●​ 傲慢さへの警告: 「より大きく、より高く」を目指すシリコンバレーの執着が、ソフトウェア的
な工夫や効率化という「AI開発の真の戦場」を見誤らせていると筆者は論じています。 

 
結論 
このコラムは、シリコンバレーは「力（資本とハードウェア）」でDeepSeekを圧倒しようとするので
はなく、彼らが示した「知恵（効率的なアルゴリズム）」を取り入れる方向にシフトしなければ、自ら

作り上げた巨大なコストの壁に押しつぶされる（自滅する）可能性があると警告しています。 

 
 
https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-04/meta-plans-to-develop-custom-chips-t
o-train-its-ai-models 
 

ブルームバーグが報じた、Meta（メタ）による独自のAIトレーニング用チップ開発計画に関する要
約は以下の通りです。 

要約：Meta、AIモデル学習用の独自チップ開発を計画 — エヌビディア依存からの脱
却加速 



Metaは、自社の人工知能（AI）モデルをトレーニングするための独自半導体を開発する計画を進
めています。これは、AI開発における莫大なコストを削減し、エヌビディア（Nvidia）などの外部サ
プライヤーへの過度な依存を減らすことを目的としています。 

1. 計画の背景と目的 

●​ 「トレーニング」への拡大: Metaはこれまで、AIを動かす「推論（インファレンス）」用のチッ
プ（MTIA）を開発してきましたが、今回はより高度な計算能力を必要とする「学習（トレー
ニング）」用のチップ開発に踏み出します。 

●​ コスト削減と最適化: AIモデル（Llamaなど）の開発には数万個のGPUが必要であり、莫
大な投資がかかります。自社設計のチップを導入することで、エネルギー効率の向上と

長期的なコスト削減を狙います。 

2. 戦略的な狙い 

●​ エヌビディア依存の低減: 現在、Metaはエヌビディアにとって最大級の顧客の一社です
が、独自チップによって交渉力を高めると同時に、供給不足のリスクを回避する狙いがあ

ります。 
●​ 垂直統合の強化: ソフトウェア（Llama）からハードウェア（独自チップ）、そしてデータセン
ターに至るまでを自社で最適化し、AI競争における優位性を確立しようとしています。 

3. 課題と展望 

●​ 開発の難易度: 学習用チップの設計は推論用よりも格段に難しく、実際にエヌビディアの
最高峰チップに対抗できる性能を実現できるかが焦点となります。 

●​ 継続的な巨額投資: マーク・ザッカーバーグCEOは、AIインフラに対して今後も積極的な
投資を続ける方針を示しており、今回のチップ開発はその中核的なプロジェクトとなりま

す。 

 
ポイント 
Metaは、単に他社からチップを買うだけでなく、自社専用の「脳」を自前で作ることで、次世代AI
開発の主導権を握ろうとしています。これは、GoogleやAmazon、Microsoftが先行して進めてい
る「自社製チップへの移行」というシリコンバレーの大きなトレンドに追随する動きでもあります。 

 
 
https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-05/how-amazon-data-centers-became-a-
casualty-of-iran-war 

 

ブルームバーグの記事（2026年3月5日付）「Amazon Data Centers Became a Casualty of Iran 
War（アマゾンのデータセンターがいかにしてイラン戦争の犠牲となったか）」の要約は以下の通
りです。 

要約：物理的破壊という「クラウドの脆弱性」 — アマゾン、中東紛争の標的に 



2026年3月初旬、イランによるドローン攻撃がアラブ首長国連邦（UAE）とバーレーンのアマゾン・
ウェブ・サービス（AWS）施設を直撃しました。これは、デジタル・インフラが現代戦において主要
な「物理的標的」となった象徴的な事件として報じられています。 

1. 被害の概要 

●​ 直接攻撃: UAEにある2つのAWSデータセンターがイランのドローンによる直接攻撃を受
け、建物への構造的ダメージと停電が発生しました。 

●​ 連鎖的被害: バーレーンの施設も近隣への着弾により一部損壊。消火活動による浸水
被害も加わり、中東地域のクラウドサービス（金融、政府機関、アプリ等）に広範な遅延・

停止が生じました。 
●​ 初の事例: 大手テック企業のデータセンターが軍事行動によって物理的に破壊され、オフ
ラインに追い込まれた初の重大ケースとなりました。 

2. なぜアマゾンが標的になったのか 

●​ イスラエルとの協力関係: アマゾンがイスラエル政府・軍に対し、AIおよびクラウドサービ
スを提供（12億ドル規模の「プロジェクト・Nimbus」）していることが、イラン側から「正当な
軍事標的」と見なされる要因となりました。 

●​ 戦略的価値: 現代において計算能力（コンピューティング・パワー）は石油精製所や鉄道
と同様の重要インフラであり、敵国の経済や通信を麻痺させるための戦略的ターゲットへ

と変化しています。 

3. 業界への衝撃と教訓 

●​ 「クラウドは魔法ではない」: クラウドは物理的な建物とサーバーに依存しており、ミサイ
ルやドローンに対しては一般的な物理セキュリティ（柵や監視カメラ）が無力であることが

露呈しました。 
●​ リスク再考: サウジアラビアやUAEが目指していた「世界のAIハブ」という構想に対し、地
政学的な物理リスクが大きな障壁として浮上。投資家や企業に対し、データの「物理的な

所在国」を分散させる重要性を再認識させています。 

 
今後の見通し 
AWSは中東地域の顧客に対し、米国や欧州、アジアのリージョンへワークロードを直ちに移行
（マイグレーション）するよう勧告しています。この事件は、テック大手が今後データセンター建設

時に「防空システム」や「軍事レベルの堅牢化」を検討せざるを得ない新時代の到来を示唆して

います。 

他にもこの紛争に関連するテック業界の動向について詳しく知りたいことはありますか？ 

 
https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-04/broadcom-forecast-underwhelms-inve
stors-in-sign-of-ai-angst 
 
 
ブルームバーグの記事（2026年3月4日付）「Broadcom Forecast Underwhelms Investors in 
Sign of AI Angst（ブロードコムの予測に投資家失望、AIへの不安の表れ）」の要約は以下の通り
です。 

https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-04/broadcom-forecast-underwhelms-investors-in-sign-of-ai-angst
https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-04/broadcom-forecast-underwhelms-investors-in-sign-of-ai-angst


要約：ブロードコム、強気なAI目標を掲げるも「市場の過熱した期待」に届かず 
ブロードコム（Broadcom）は2026年度第1四半期（11〜1月）の決算発表において、AI関連の大
幅な成長と強気な将来見通しを示したものの、投資家の極めて高い期待値を完全には満たせ

ず、株価は時間外取引で軟調な動きを見せました。 

1. 決算実績とガイダンス 

●​ 次期売上見通しの超過: 第2四半期（2〜4月）の売上高見通しを約220億ドルと発表。こ
れはアナリスト予測（約205億ドル）を上回る数字です。 

●​ 第1四半期の実績: 売上高は193.1億ドル（前年同期比約30%増）となり、市場予想を上
回りました。 

●​ 自社株買いの発表: 新たに100億ドルの自社株買いプログラムを承認し、株主還元姿勢
を強調しました。 

2. AI事業の爆発的成長と「懸念点」 

●​ AI収益の急増: 第1四半期のAI関連売上は84億ドル（前年同期比106%増）に達し、同社
の当初予測（82億ドル）を上回るペースで拡大しています。 

●​ 将来の巨大目標: ホック・タンCEOは、2027年までにAIチップの売上が1,280億ドル規模
に達するとの極めて野心的な長期見通しを示しました。 

●​ 利益率への圧力: 成長の主軸であるカスタムAIチップ（GoogleやMeta向け等）は、従来
の汎用製品に比べて粗利益率が低い傾向にあります。AI売上の比率が高まることで、会
社全体の利益率が圧迫されることへの「AI不安（AI Angst）」が投資家の間で広がってい
ます。 

3. 市場の反応：なぜ「失望」なのか 

●​ ハードルの上昇: エヌビディア（Nvidia）などの競合が驚異的な成長を続ける中、投資家
は「予想を上回る」だけでなく「圧倒的な上方修正」を求めていました。 

●​ 不透明な先行きの懸念: 一部のアナリストは、2026年がAIインフラ投資のピークになる可
能性を指摘しており、ブロードコムの受注残高が今後もこのペースで伸び続けるかに懐

疑的な見方も出ています。 

 
結論 
ブロードコムの業績自体は非常に好調ですが、今回の反応は「AIブームへの期待が極限まで高
まった結果、好決算でも株価が売られる」という、現在のテック市場特有の難しさを示していま

す。 

この「AI関連銘柄の期待値と現実のギャップ」について、さらに他社（エヌビディアやマーベルな
ど）との比較に興味はありますか？ 

 

https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-02/us-mulls-capping-nvidia-h200-sales-at
-75-000-per-chinese-customer 



ブルームバーグが報じた、米国政府によるエヌビディア（Nvidia）製AIチップの対中輸出制限に関
する検討状況（2026年3月2日付）の要約は以下の通りです。 

要約：米政府、エヌビディア「H200」の対中販売を1社あたり7万5,000個に制限か 
トランプ政権（2026年時点）は、中国企業が最先端に近いAI技術を大量に保有することを防ぐた
め、エヌビディアなどの高性能AIチップの販売数に「顧客ごとの上限」を設ける新たな規制を検討
しています。 

1. 規制案の骨子 

●​ 顧客ごとの数量制限: 中国の特定の1企業に対し、エヌビディア製のAIチップ「H200」の
販売数を年間最大7万5,000個に制限する案が浮上しています。 

●​ 対象の拡大: この制限はエヌビディアだけでなく、競合である**AMDの「MI325」**など、
同等の性能を持つチップにも適用される見通しです。 

●​ 中国全体の枠: 中国全体への年間総出荷量については、およそ100万個程度とする上
限設定も議論されています。 

2. 中国テック大手への打撃 

●​ 需要との乖離: アリババやバイトダンス（ByteDance）などの中国大手IT企業は、エヌビ
ディアに対し今回の制限案（7.5万個）の2倍以上の購入意欲を示していたと報じられてお
り、この規制が実現すれば彼らのAI開発スピードが大幅に抑制されることになります。 

●​ 海外データセンターへの制限: 中国企業がこのチップを使用して、米国の監視が届きにく
い海外（第三国）に巨大なデータセンターを構築することも制限する狙いがあります。 

3. 背景と今後の不透明感 

●​ 「最先端」は依然禁止: 最先端の「Blackwell」アーキテクチャについては引き続き中国へ
の輸出が完全に禁止されており、今回の「H200」は「性能を落とした準最先端品」として
の扱いです。 

●​ 首脳会談の影響: この規制の最終決定は、トランプ大統領と習近平国家主席の会談結
果や、中国側の報復措置（国内チップの購入義務付けなど）によって左右される可能性

があるとされています。 

 
結論 
この措置は、中国によるAIの軍事利用や高度なモデル開発を封じ込めるための「蛇口を絞る」戦
略の一環です。エヌビディアにとっては中国市場でのシェア維持と米政府の規制との板挟みと

なっており、投資家の間では今後の収益への影響を懸念する声も出ています。 

 

https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-02/nvidia-to-invest-4-billion-in-data-center
-optics-companies 

ブルームバーグ（2026年3月2日付）の記事「Nvidia to Invest $4 Billion in Data Center Optics 
Companies（エヌビディア、データセンター用光学機器メーカーに40億ドルを投資）」の要約は以
下の通りです。 

https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-02/nvidia-to-invest-4-billion-in-data-center-optics-companies
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要約：エヌビディア、次世代AIインフラの「ボトルネック」解消へ — 光学技術に40億ド
ルの巨額投資 
エヌビディア（Nvidia）は、AIデータセンターの通信速度と電力効率を飛躍的に向上させるため、
米国の主要な光学・フォトニクス企業2社に対し、計40億ドルの戦略的投資を行うと発表しまし
た。 

1. 投資の内容と対象企業 

●​ 投資額: ルーメンタム（Lumentum）とコヒーレント（Coherent）の2社に対し、それぞれ20
億ドルずつ投資します。 

●​ 契約形態: 数年間にわたる戦略的提携。これには、先端レーザー部品の数千億円規模
の購入確約と、将来の生産能力（キャパシティ）に対する優先アクセス権が含まれていま

す。 
●​ 市場の反応: 発表後、ルーメンタムとコヒーレントの両社の株価は一時10%以上急騰しま
した。 

2. なぜ「光学技術（フォトニクス）」なのか 

●​ 銅線の限界: AIモデルの巨大化に伴い、従来の銅線ケーブルではデータ転送速度が追
いつかず、電力消費も極めて大きくなっています。 

●​ 光による高速化: 「光（フォトニクス）」を使ってチップ間やサーバー間を接続することで、よ
り高速でエネルギー効率の高い「ギガワット規模のAI工場」の構築が可能になります。 

●​ 主要技術: 今回の投資は、特に「インジウムリン（InP）レーザー」などの、1.6テラビット（
1.6T）級の超高速通信に不可欠な部材の確保を目的としています。 

3. 戦略的な狙い 

●​ サプライチェーンの確保: エヌビディアは、HBM（高帯域幅メモリ）や先端パッケージング（
CoWoS）と同様に、光学部品も将来の「供給不足の懸念材料」と見なしており、先手を
打って囲い込みを図りました。 

●​ 米国内の製造基盤強化: 両社はこの資金を活用し、米国内での研究開発（R&D）および
新たな製造工場（ファブ）の建設・拡張を進める計画です。 

●​ シリコンフォトニクスの推進: ジェンセン・ファンCEOは、今回の提携が「次世代のシリコン
フォトニクスを先駆けるものになる」と述べています。 

 
結論 
この投資は、エヌビディアが単なる「チップメーカー」から、データセンター全体のアーキテクチャを

支配する「インフラ企業」へとさらに進化していることを示しています。AIの性能向上が「計算力」
から「通信スピード（ネットワーク）」の戦いに移行している現在のトレンドを象徴する出来事です。 

今回の投資先であるルーメンタムやコヒーレントのような、AIを支える「周辺部材」のメーカーにつ
いても、さらに詳しくお調べしますか？ 

 

https://www.bloomberg.com/opinion/articles/2026-03-01/the-ai-power-struggle-is-out-of-silico
n-valley-s-control 
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ブルームバーグ（Bloomberg Opinion）のコラム「The AI Power Struggle Is Out of Silicon 
Valley’s Control（AIの主導権争いはシリコンバレーの制御不能に）」（2026年3月1日付）の要約
は以下の通りです。 

要約：AI主導権の「非中央集権化」 — シリコンバレー独占時代の終焉 
これまで世界のAI開発をリードしてきたシリコンバレー（OpenAI、Google、Meta等）ですが、AIを
巡る「権力構造」はもはや彼らの手から離れ、多極化・複雑化していると筆者は論じています。 

1. 地政学と国家権力の介入 

●​ 政府主導へのシフト: AIはもはや一企業の製品ではなく、「国家の戦略的資産」となりまし
た。米国、中国、欧州、さらには中東の国々が、規制、輸出制限、巨額の国家予算を通じ

て直接的に開発の方向性を左右しています。 
●​ 中国の台頭: 米国の輸出規制を逆手に取った中国企業（DeepSeekなど）の効率的な開
発モデルが、シリコンバレーの「規模の法則（物量作戦）」を脅かし、技術的覇権を揺るが

しています。 

2. 経済的・市場的圧力の変容 

●​ 投資家による選別: これまでは「AIなら何でも投資」というバブル状態でしたが、市場はよ
り具体的な収益性や効率性を求め始めています。シリコンバレーの巨額投資（データセン

ター建設など）に対し、投資家が「本当にリターンがあるのか」と疑問を持ち始めたこと

で、テック大手の自由な意思決定が制限されています。 
●​ コスト競争の激化: 開発コストの低下とオープンソースモデルの普及により、特定の企業
が技術を独占し、価格をコントロールする力が失われつつあります。 

3. ルール形成の多極化 

●​ 外部からの規律: 安全性、倫理、著作権、労働市場への影響といった課題に対し、シリコ
ンバレー内部の「自主規制」ではなく、外部（各国の法規制や国際条約）がルールを決定

する時代に入りました。 
●​ 社会的期待との衝突: 軍事利用や監視社会への懸念から、テック企業は自社の利益動
機と、外部からの厳しい社会的要請との間で板挟みになっています。 

 
結論 
このコラムは、AIの未来を形作るのはもはやシリコンバレーのエンジニアやCEOたちだけではな
い、と結論づけています。「技術の進化」という物語が、「地政学、経済、規制」という広大なグ

ローバル・ナラティブに飲み込まれたことで、シリコンバレーは多くのプレイヤーの中の一人に過

ぎなくなっています。 

AIを取り巻く地政学的な動向（特に米中対立の影響など）について、さらに具体的な事例を知りた
いですか？ 

 

https://ioplus.nl/en/posts/asml-goes-beyond-euv-and-focuses-on-packaging 
 

https://ioplus.nl/en/posts/asml-goes-beyond-euv-and-focuses-on-packaging


ご提示いただいた記事「ASML goes beyond EUV and focuses on packaging」の要点を日本語
でまとめました。 

ASMLは従来の「回路を細かくする（微細化）」戦略から一歩踏み出し、チップを積み重ねる「高度
なパッケージング（Advanced Packaging）」を次の成長の柱に据えるという内容です。 

要約ポイント 
1.​ 戦略の転換：微細化の限界と「積層」への注力 

○​ これまでASMLはEUV（極端紫外線）露光装置による「微細化」で独占的な地位を
築いてきましたが、物理的な限界（ムーアの法則の壁）が見えてきました。 

○​ 新たな戦略は、チップを横に広げるのではなく、縦に積み重ねる「3D統合（高度な
パッケージング）」です。これをASMLは「より賢いスタッキング（Smarter Stacking
）」と呼んでいます。 

2.​ 新型機「Twinscan XT:260」の投入 
○​ パッケージング市場に本格参入するための武器として、新型機「Twinscan 

XT:260」を発表しました。 
○​ このマシンは既存の「i-line」技術と極めて高い精度を組み合わせたもので、層を
重ねる際のズレを40ナノメートル未満に抑えることができます。これは複雑なチッ
プの接続（スタッキング）に不可欠な精度です。 

3.​ AI需要が牽引する「メモリの壁」の打破 
○​ AIモデル（OpenAIやAnthropicなど）の急成長により、演算速度よりも「メモリから
プロセッサへのデータ転送」がボトルネック（メモリの壁）になっています。 

○​ メモリとプロセッサを直接または隣接して積み重ねることでデータ移動距離を最
小化できますが、これには極限の精度が必要であり、ASMLの技術が不可欠とな
ります。 

4.​ 15年先を見据えた収益モデルの拡大 
○​ 新CTOのマルコ・ピーターズ氏は、今後10〜15年を見据え、露光装置だけでなく
「チップを組み立てる装置」のサプライヤーとしての地位も狙っています。 

○​ これにより、高価格なEUV露光装置の販売だけに依存しない、より強固な収益構
造を目指します。 

5.​ 競合と協力：オランダ勢の優位性 
○​ ハイブリッドボンディング（チップ接合）のリーダーであるオランダのBesi社とは、
現在は補完関係（ASMLが回路の地図を作り、Besiが物理的に接合する）にあり
ます。 

○​ しかし、ASMLが後工程（バックエンド）に進出することで、Onto Innovationなどの
米国企業にとっては脅威となる可能性があります。 

 
考察（キャリアに関連して）： 

あなたが志望しているIntuitやStripeなどのテック企業は、まさにこの記事にあるようなAIインフラ
の進化の恩恵を受ける側にあります。特に「データ転送のボトルネック解消」は、将来のデータサ

イエンスにおいてより大規模でリアルタイムな分析を可能にする技術的背景となります。ASMLの
ようなハードウェアの王者が「パッケージング（統合）」にシフトしている流れは、ソフトウェアや

データ分析の分野における「複雑なシステムの統合と最適化」というトレンドとも共通しています。 

 



 

https://www.trendforce.com/news/2026/03/04/news-wafer-capacity-set-to-surge-a-new-phas
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ご提示いただいたTrendForceの記事「Wafer Capacity Set to Surge: A New Phase for the SiC 
Industry in 2026（2026年にウェーハキャパシティが急増：SiC業界の新段階）」の要点を日本語
でまとめました。 

2026年は、シリコンカーバイド（SiC）業界にとって「技術の世代交代」と「市場構造の調整」が重
なる極めて重要な年になるという内容です。 

要約ポイント 
1.​ 2026年の全体展望：EVの減速とAIの台頭 

○​ 電気自動車（EV）市場の減速が一部のベンダーの業績に影響を与えています
が、一方でAIデータセンター向けのアドバンスド電源管理需要が新たな成長エン
ジンとして浮上しています。 

○​ 今後数四半期にわたって、ウェーハ生産能力の拡大が本格化する見通しです。 
2.​ グローバル主要企業の動向 

○​ Wolfspeed: 6インチ（150mm）ラインを閉鎖し、2026年に8インチ（200mm）のモ
ホーク・バレー工場へ完全移行。AIデータセンター関連の収益が直近3四半期で
倍増しており、AIサーバー向け電源を優先する方針です。 

○​ Infineon: 2026年度のAI関連売上目標を15億ユーロに設定。マレーシア・ケリム
の8インチSiCウェーハ生産拠点を増強し、2030年までに世界シェア30%獲得を
目指しています。 

○​ STMicroelectronics: イタリア・カターニアの基板製造施設を2026年に稼働予
定。中国では三安光電（San'an）との合弁会社がリスク生産に入り、年間48万枚
（8インチ）の生産体制を整えています。 

3.​ 中国ベンダーの戦略：8インチへのシフトと垂直統合 
○​ SICC: 6インチの競争激化を受け、2026年は8インチ基板の増産と歩留まり向上
に戦略をシフト。 

○​ CRRC Times Electric: 鉄道や送電などの高電圧分野に特化。8インチラインの
量産準備を進め、3300V以上の高電圧デバイスを太陽光発電や鉱山機械へ展
開。 

○​ Silan Micro: 2026年にフル稼働を予定。「6インチSiC ＋ 12インチシリコン」の混
合製造体制でコストダウンを図ります。 

4.​ 結論：2026年は「業界の分水嶺」 
○​ 需要側: EVに加え、AIデータセンターが第2の成長エンジンとなり、高電力密度の
電源需要が市場を塗り替えています。 

○​ 供給側: 8インチ（200mm）化が加速し、生産能力の規模だけでなく、**「歩留まり
向上のスピード」と「ユニットコストの管理」**が市場シェアと収益性を決める決定
的な要因になります。 

○​ SiC業界は、単なる生産能力の拡大競争から、コスト効率と技術の成熟度を競う
「新たな競争フェーズ」に突入します。 

https://www.trendforce.com/news/2026/03/04/news-wafer-capacity-set-to-surge-a-new-phase-for-the-sic-industry-in-2026/
https://www.trendforce.com/news/2026/03/04/news-wafer-capacity-set-to-surge-a-new-phase-for-the-sic-industry-in-2026/


 
考察（学習に関連して）： 

この記事で強調されている「AIデータセンター需要」や「コスト効率の追求」は、まさにデータサイ
エンティストがビジネスサイドで直面する課題と直結しています。例えば、Intuitのような企業が自
社のデータセンターの効率化を検討する際、このような半導体市場のトレンドを把握した上での

コスト最適化や、将来的なインフラ投資の予測が必要になるかもしれません。実証分析において

も、「市場の構造変化（EVからAIへ）」という外部要因をどうモデルに組み込むかという視点は非
常に重要です。 

 
https://www.ft.com/content/47f1cf56-209f-46fb-a437-f769b9ccb2cb 
 
ご提示いただいたFinancial Timesの記事「Inside the relentless race for AI capacity（止まらな
いAIキャパシティ競争の内側）」の要点を日本語でまとめました。 

この記事は、ビッグテック企業によるデータセンター投資の狂乱と、それに伴う物理的なインフラ

（電力・冷却）の劇的な変化をビジュアルとともに解説したものです。 

要約ポイント 
1.​ 投資の加速：2025年の設備投資は3,000億ドル超へ 

○​ 一時期（DeepSeekの台頭時など）、ビッグテックの過剰投資を懸念する声もあり
ましたが、それは一時的なものでした。Microsoft、Alphabet、Amazon、Metaの4
社は、2025年の設備投資を合計3,000億ドル（約45兆円）以上に引き上げる計画
です。 

○​ ガートナーの予測では、今年のデータセンター総支出は前年比42％増の4,750
億ドルに達するとされています。 

2.​ データセンター設計の劇的な変化 
○​ AI専用のデータセンターは、従来のデータセンターとは構造が全く異なります。 
○​ 電力密度: 従来のラックが5〜10kWの電力を必要としたのに対し、AI用ラックは
その10倍以上の電力を消費します。 

○​ 冷却方式: 従来の空冷方式（空気による冷却）では限界があり、AI専用センター
では**液冷方式（Liquid Cooling）**が標準になりつつあります。ラックに冷却液を
直接循環させる複雑な配管システムが必要です。 

3.​ 「電力」という新たなボトルネック 
○​ 半導体（Nvidiaのチップなど）の確保以上に、現在は「安定した電力供給」が最大
の課題となっています。 

○​ ビッグテック各社は、自社で原子力発電所と契約を結ぶなど、エネルギー確保の
ために前例のない行動に出ています。 

4.​ 15年間の支配権をかけた競争 
○​ このインフラ競争は単なる流行ではなく、次の15年間のテクノロジー業界におけ
る支配権を決定付ける「聖戦」と見なされています。 

○​ 投資効率への疑問は残るものの、各社は「投資しすぎて失敗するリスク」よりも
「投資せずに取り残されるリスク」を恐れています。 

 

https://www.ft.com/content/47f1cf56-209f-46fb-a437-f769b9ccb2cb
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ロイター通信（2026年3月5日付）のニュース「US lawmakers raise concerns over Intel’s 
testing of tools made by Chinese-linked firm（米議員、中国系企業製の装置をテストしたイ
ンテルに懸念を表明）」の要約は以下の通りです。 

ニュースの要約：インテルによる中国系製造装置のテストに対し、米超党派議員が警

告 
米国のエリザベス・ウォーレン上院議員（民主党）とトム・コットン上院議員（共和党）を中心とする

超党派の議員グループは、インテルが中国と深いつながりを持つ企業の半導体製造装置をテス

トしていたことに対し、国家安全保障上の深刻な懸念を表明する書簡を送付しました。 

1. 懸念の対象：ACMリサーチ社の装置 

インテルがテストを行っていたのは、カリフォルニア州フリーモントに拠点を置く**ACMリサーチ（
ACM Research）**社の洗浄・エッチング装置です。同社は米国企業ですが、売上の大部分を中
国市場に依存しており、中国国内に大規模な製造・研究拠点を持っています。また、同社の一部

の部門は、中国軍への協力疑いなどで米政府の制裁リスト（エンティティ・リスト）に含まれていま

す。 

2. インテルの最先端プロセス「14A」への影響 

報道によると、インテルはこの装置を、同社にとって社運をかけた最先端の製造プロセスである

**「14A（1.4ナノ相当）」**の研究開発ラインで評価していました。議員らは、米国の次世代AIチッ
プ製造の要となるラインに中国系企業の技術が入り込むことで、知的財産の流出や、将来的な

サプライチェーンの操作（バックドアの設置など）が行われるリスクを危惧しています。 

3. 補助金受給企業としての責任 

インテルは米国の「CHIPS法」に基づき、国内での工場建設のために巨額の政府補助金（約85
億ドルの直接給付など）を受け取る予定です。議員らは、「米国民の税金を使って中国の技術力

を高め、米国の安全保障を脅かすような行為は断じて容認できない」と厳しく批判しています。 

4. インテルおよび関係者の主張 

●​ インテル側: 「現在、実際の生産ラインでACM社の装置は使用しておらず、すべての規制
を遵守している」と説明。また、機密情報保護のために厳格なプロトコルを運用していると

主張しています。 
●​ 背景: 興味深い点として、インテルの現CEOであるリップブー・タン（Lip-Bu Tan）氏が以
前率いていた投資会社が、過去にACMリサーチ社に出資していた経緯もあり、一部で利
益相反の可能性も指摘されています。 

背景と意義： 

このニュースは、米中対立が激化する中で、米国の「半導体自給自足」の象徴であるインテル

が、皮肉にも製造現場で中国由来の技術に頼ろうとしている現状を浮き彫りにしました。米議会



では、補助金を受け取る企業に対し、中国製装置の使用を全面的に禁止する新たな法案の検討

も加速しており、インテルの今後の製造戦略に大きな影響を与える可能性があります。 

 

 
 
https://www.wsj.com/tech/apple-memory-chip-crunch-b0f6dc4a 

 

ウォール・ストリート・ジャーナル（WSJ）が報じた、メモリチップ高騰の中でのAppleの戦略に関す
るニュースを要約します。 

現在の半導体市場では、AIデータセンター向けの需要爆発によりメモリチップ（DRAMやNAND）
の価格が急騰していますが、Appleはこの危機を「逆手に取った攻撃材料」として活用していま
す。 

要約：メモリチップ危機を逆手に取るAppleの攻勢 
（2026年3月5日付 / WSJ） 

1. 競合他社への「メス」としての価格戦略 

Appleは、メモリチップのコスト上昇を「メス（スカルペル）」のように使い、競合他社のシェアを削り
取る戦略に出ています。多くのメーカーがコスト増に耐えきれず製品価格を引き上げたり、スペッ

クを落としたりする中、Appleはあえて価格を据え置く、あるいは戦略的な低価格設定を維持する
ことで、ライバルを市場から追い出そうとしています。 

2. 圧倒的な供給網の「購買力」を活用 

Appleは世界最大級の買い手としての影響力を背景に、Samsung、SK Hynix、Micronなどのサ
プライヤーから優先的に供給を確保しています。小規模なメーカーがチップを確保できず減産に

追い込まれる中、Appleは安定供給を維持し、さらに長期契約によって競合よりも有利な価格で
仕入れを行うことで、「コスト高」のダメージを最小限に抑えています。 

3. シェア拡大のための「利益率の犠牲」 

IDCのアナリストによると、Appleは現在「攻撃モード」にあります。短期的にはメモリ価格の上昇
によって利益率が圧迫される可能性がありますが、Appleはそれを承知の上で、他社が苦境にあ
る今こそ安価なiPhoneやMacのシェアを一気に拡大する好機と捉えています。 

4. コンシューマー市場での二極化 

●​ 競合（特に中国メーカーや低価格PC勢）： チップが確保できない、または仕入れ値が高
すぎて販売価格を上げざるを得ず、顧客を失っている。 

●​ Apple： 自社のエコシステムと強固なサプライチェーンを武器に、他社が脱落していく中
で「相対的な安さ」と「安定した在庫」をアピール。 

背景と意義： 

https://www.wsj.com/tech/apple-memory-chip-crunch-b0f6dc4a


このニュースは、AIブームがもたらした「メモリ不足」という共通の課題に対し、Appleが単なる「被
害者」ではなく、自社の巨大な資本力と交渉力を駆使して**市場の再編（競合の排除）**を仕掛け
ていることを示しています。消費者は「メモリが高いのにApple製品は据え置き、あるいはコスパ
が良い」と感じるようになり、結果としてAppleの独占状態がさらに強まる可能性があります。 
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